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<2006年> 

人口 為替制度 変動相場制

通貨  

一人当たりＧＤＰ 34,917ドル

産業構造(ＧＤＰ構成比) １次産業 1.9％ 面積 249.6万k㎡ (日本の約6.6倍)

　

２次産業

３次産業

26.8％

71.3％

ユーロ圏：通貨「ユーロ」を使用する経済通貨同盟
　　　　 (ＥＭＵ)に参加する欧州13か国で構成
（ドイツ、フランス、イタリア、オランダ、ベルギー、
  ルクセンブルク、スペイン、ポルトガル、ギリシャ、
  オーストリア、アイルランド、フィンランド、スロベニア）

ユーロ
１米ドル＝0.80ユーロ

３億1,660万人
(日本の約2.5倍)

 経済成長率
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<ユーロ圏経済のこれまで>

 

＜2006年の経済＞ 

 2006年の経済成長率は、2.8％となり、05年から成長のペースが加速し、2000年代で最も高い

成長率となった。ユーロ圏経済は、主要国のドイツを中心に輸出の伸びや企業のバランスシー

トの改善等を背景に設備投資が06年も継続して拡大した。また、失業率が歴史的に低い水準と

なるなど改善を続ける雇用情勢を背景に、付加価値税引上げ前の駆け込み需要といった要因も

あって消費が底堅く推移した。 

06年に入っても原油価格の高騰が続き、消費者物価上昇率は、年初には前年比２％を上回る

水準で推移していたが、年半ばに原油価格が下落したことにより一時同１％台半ばに低下し、

その後は「２％より低くかつ２％に近い」というＥＣＢの参照値に近い水準で推移した。また、

リスボン戦略等の労働市場改革の努力が徐々に実を結び、失業率は06年を通じて改善した。為

替については、ユーロ相場は特に円に対し過去最高値を更新し（12月29日１ユーロ＝157.12円）、

米ドルに対しても過去最高値近傍まで増価した（同131.99ドル）。 

 



95～04年 2005年 2006年
欧州委員会 ＯＥＣＤ ＩＭＦ

実質ＧＤＰ 前年比％ 1.9 1.5 2.8 2.6 2.7 2.3 実質GDP
  個人消費 同上 1.8 1.5 1.9 2.1 2.0 1.7 2007年
  固定投資 同上 2.3 2.7 4.9 4.4 4.3 4.1 平均
鉱工業生産 同上 1.7 1.3 3.8 ― ― ― 2.3
消費者物価 同上 1.7 2.2 2.2 1.9 1.8 2.0 最大
失業率 ％ 9.2 8.6 7.9 7.3 7.1 7.3 2.7
経常収支 億ユーロ ▲ 83 ▲ 169 ― ― ― 最小

(ＧＤＰ比) ％ (▲ 0.1) (▲ 0.2) ( 0.1) ( 0.4) (▲ 0.3) 2.0
財政収支 億ユーロ ▲ 1,920 ▲ 1,675 ― ― ―
(ＧＤＰ比,年度) ％ (▲ 2.5) (▲ 1.6) (▲ 1.0) (▲ 1.0) (▲ 1.2)

政府債務残高 億ユーロ 56,490 58,120 ― ― ―
(ＧＤＰ比,年度末) ％ ( 70.5) ( 66.9) ( 66.9) ― ( 67.9)

　　　

ユーロ圏の主要経済指標

民間機関

(26社)

2007年

（備考）欧州委員会、ＥＣＢ等。2007年の欧州委員会は“Economic Forecasts”（07年５月）、ＯＥＣＤは
“Economic Outlook”(07年５月）、ＩＭＦは“World Economic Outlook”(07年４月)による。

＜2007年の経済見通し＞ 

2007年の経済成長率は、２％半ば程度となる見込みである（欧州委員会見通し2.6％、民間機

関26社の平均2.3％（07年４月時点））。欧州委員会の見通しは、前回の2.1％から、民間機関の

見通しは1.9％から、それぞれ上方修正されている。なお、07年１～３月期の実質ＧＤＰ成長率

（速報値）は前期比年率2.3％となった。 

07年に入っても企業景況感は高水準で推移しており、企業収益の改善や良好な資金調達環境、

また、設備稼働率のタイト化等を背景に企業は生産能力増強のための投資を行うとみられる。

加えて、雇用情勢がさらに改善し、これまでドイツ等で抑制されてきた雇用者報酬が緩やかに

上昇すると見込まれること、また、消費者物価が安定的に推移するとみられることなどから、

消費は緩やかに増加することが予想される。外需の先行きに不透明さが残る中で、07年も内需

主導の成長が続くとみられる。 

こうした見通しに対する下方リスクとしては、住宅価格が著しく上昇していた圏内の一部の

国で住宅市場の急速な調整によって消費や雇用への悪影響等も通じて経済全体が下振れするこ

と、また、アメリカ経済が一層減速する場合に貿易、金融市場へ悪影響を及ぼすことが懸念さ

れる。さらに、今後も地政学的リスク等が排除できないことから原油価格の再騰も下方リスク

として残っている。  

 

＜金融政策の動向＞ 

欧州中央銀行（ＥＣＢ）は、2005年12月に政策金利（短期買いオペの最低応札金利）を２年

半ぶりに0.25％ポイント引き上げ2.25％として以降、07年３月まで合計７回にわたり0.25％ポ

イントずつ引き上げて3.75％とした。トリシェ総裁は、07年５月の政策理事会後の記者会見に

おいて、「中期的な物価安定に対するリスクが顕在化しないように、強い警戒が非常に重要であ

ることを確認した。好ましい経済状況を考慮すると、主要政策金利は穏当な水準にあり、マネ

ーと信用の伸びや潤沢な流動性を背景に、我々の政策は引き続き緩和的な側にある。先をみる

と、断固たるタイムリーな行動が正当化される。」と述べ、経済成長に対する強気な姿勢と物価

動向に対する警戒感から追加的な利上げの可能性を示唆した。 
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